
概況の整理

・液状化被害のあった宅地の地理的

状況,被災状況の概要整理
・既存資料（造成履歴,被災状況,
地震波の特徴,沈下・傾斜等）の整理

・被災状況等の聞き取り調査

地質調査

液状化の検証

・液状化の検証の為の追加地質調査計画
・簡便法、地震応答解析での液状化の再現解析
・解析結果による地盤モデルの検証

再液状化の診断

・再液状化診断の為の追加地質調査計画

・再液状化診断の実施
・再液状化層、再液状化予想範囲の特定

モデル地区の設定

液状化対策工法の検討

・モデル地区での対策工法の検討
・公共側、民地側での概算費用の算定

・個別住宅の液状化対策工法検討

・再液状化診断結果から,液状化対策の概略設計
を行うためのモデル地区を選定

市街地液状化対策事業計画(案）の作成

・市街地液状化対策事業計画(案）の作成

個別の液状化対策工法について
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1. 個別住宅の液状化対策検討フロー

地盤の液状化の予測判定および対策工の検討は、個別の検討箇所における地盤資料などを

基に専門家による判断が必要である。

ここでは、個別の液状化対策を行う場合の概略の検討フローを示す。

検討地点の液状化情報の確認

・ 液状化しやすさマップ、ゆれやすさマップ（千葉県）

・ 旭市市街地液状化対策事業計画検討資料 等

地盤情報の収集・確認

・ 国土地盤情報検索サイト（国土交通省）

・ 旭市市街地液状化対策事業計画検討資料 等

必要に応じて地質調査を実施

・ 簡易調査：スウェーデン式サウンディング調査 等

・ 詳細調査：ボーリング調査

液状化の診断と対策工の必要性の判断

・ 液状化の予測・判定（建築基礎構造設計指針等の方法）

・ 液状化に伴う地表面沈下量の算定

対策工の設計

・ 戸建住宅に適用可能な液状化対策工法の抽出

・ 地盤条件や建物の状況等を踏まえ、当該建物に適用可能な対策工法を抽出

・ 抽出した対策工法について、対策効果、施工性、経済性等を比較検討し、最適

な対策工法を選定

詳細検討が必要か？

START

END

対策が必要か？

図－ 個別住宅の液状化対策検討フロー

YES

NO

YES

NO
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２．個別の液状化対策工法について

ここでは、個人住宅が個別に液状化対策工を実施する場合を想定して、対策工を検討した。

（1）個別液状化対策工法の検討

これまでの検討結果より、旭市内の液状化被害の特徴は以下のとおりである。

・砂鉄鉱区での採掘埋戻し跡の緩い砂質地盤が液状化した。

・被害をもたらした液状化は地表から深さ 10m まで。

また、地質的、地域的な特徴から検討の結果、対策工について以下の結果を得た。

・止水層となる粘性土層が深いため、地下水位低下工法は実施困難。

・対策箇所の規模（対策範囲の戸数、範囲、形状等）が小さく、格子状地中壁改良では１戸あたりの

負担が大きすぎる。

そこで、個別住宅が個別に液状化対策を実施する場合について検討を行った。

（2）液状化対策工法の選定

1） 液状 化の 発 生抑 制の 原 理と 対策 方法 およ び 対策 工法

液状 化 の発 生を 抑 制す る には 、

① 地 盤 の液 状化 強度 を 増大 さ せる

② 地 盤 内の 応力 ・変形 に関 す る条件 や間 隙 水圧 に 関す る境 界 条件 を 液状 化し 難

い も のに させ る。

こと が 考え られ 、 その 原 理は 以下 に示 すも の が挙 げら れる 。

【 液 状化 強度 の増 大 】

① 密度 の 増大

② 液状 化 しに くい 粒 度分 布

③ 土粒 子 骨格 の安 定 化

④ 飽和 度 の低 下

【 応 力・ 変形 およ び 間隙 水 圧に 関する 条 件の 改 良】

⑤ 過剰 間 隙水 圧を 速 やか に 消散

⑥ 液状 化 した 周辺 か らの 過 剰間隙 水圧 の 遮断

⑦ 初期 有 効応 力を 増 大さ せ ること によ り 、せん 断 応力 の初 期 有効 応 力に 対す る

比を 低 下

⑧ 地震 時 に生 じる せ ん断 変 形の抑 制

液 状 化の 発生 を抑 制 する 原 理と 工法を 図 -9.1 に示 す。

2）一 般住 宅 へ適 用可 能 な液 状化 対策 工 法

液状化対策工は、一般に土木工事や大規模な建築工事を想定したものが多く、これらをベースに個

別住宅に適用できるよう施工機械、工法等の改良が現在も行われている。これらの情報を収集整理し、

前述した①～⑧の工法の中から以下の工法を選定した。

①密度の増大：密度増大工法（砂杭、ドライモルタル、丸太杭）、静的締固め工法

④飽和度の低下：地盤の不飽和化工法

⑤過剰間隙水圧の速やかな消散：間隙水圧消散工法（砕石ドレーン工法）

⑦上載盛土による有効上載圧の増加

また、液状化が発生し、地盤の支持力が失われた際にも建物を支持する構造とするものとして、

・杭基礎による建物基礎の支持 を選定した。

次項より、工法の特徴、施工性、概算工費等ヒアリング結果をまとめた表を示す。

図-9.1 液状化の発生を抑制する対策の原理と工法

出展「地盤工学・実務シリーズ 18 液状化対策工法 社）地盤工学会」
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2.2 建築物での対策工法

建築建屋に工夫を施すことにより、仮に地盤が液状化した場合でも、沈下・傾斜による被害を軽減する

ことが考えられる。以下に例を示す。
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